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１．はじめに

1840年１０月２９日付イギリス陸軍全連隊への

女性教師配置勅書の成立経緯について

一ケープ植民地から全連隊へ－

信淫淳

(駒淫大学大学院）

1861年に枢密院教育委員会がイギリス議会に提出した『ニューカスル報告書』（Education

Commission,RepoF7q/WieCり腕加“jo"e応qnpo加彪d”卿測舵加jor〃eSMa花q/･P叩測”＆血cα"o"伽

E"gわ“vol.',London,1861.)(1)では、「国庫負担学校」（StateSchools)と題する第四部(2)で陸軍と

海軍の学校での教育が扱われている。そこには、１８１１年以来、陸軍の各連隊とその駐屯地には、

兵士の教練を担当する教官(SchoolmasterSerjeant)が配置されていたことが記されている。また、

その教官が連隊や駐屯地に居住する兵士の子どもに対する教育も行っていたこと(3)も記されてい

る。徴兵制を採用していなかった当時のイギリスでは、軍隊に兵士の家族が随伴していたのであ

り、その兵士の家族に対する食糧の配給や教育もまた陸軍の所管とされていたのである(4)。しか

し、この兵士の子どもたちに対する教育については、陸軍という閉ざされた場で一万人にも満た

ない少数の子どもにたいしてなされた限定された特殊なものとされ、従来の教育史の研究におい

ては、注目されてはこなかった嫌いがある(5)。とりわけ、陸軍の各連隊と駐屯地に配置されてい

た女性教師(Schoolmistress)については、『ニューカスル報告書』にその存在と役割については記

載されているものの、その配置の決定の経緯も時期も明らかにされいないのである(6)。

そして、大田直子氏の研究(7)でつとに指摘されていたように、イギリスにおける公教育の成立

をめぐる従来の研究では、イギリスにおける公教育の成立を国家とヴォランタリーな組織の対抗

関係でとらえ、国家による教育の実現を目指す動きを妥当とする立場(8)からの考察がなされる傾

向があった｡国家による義務教育の実現を当然とする立場からなされてきたこの主張に対しては、

松塚俊三氏らによってヴオランタリーな組織の活動をより重視する視点(9)からの問題提起がなさ

れている。しかし、いずれの立場からの研究においても、軍隊の学校については特別な関心は払

われていない。一方、ガヴァネスや植民地での教育に従事した女性教師たちについての研究(10）

もまた、近年蓄積が進められているのであるが、陸軍の連隊の女性教師については、視野の外に

置かれたままである。また、軍隊における教育についての研究は、サンドハーストの陸軍士官学

校などでの士官教育とチェルシーのロイヤル・ミリタリー・アジールに置かれた教員養成施設

(NomlalSchool)に関する考察(11)に集中する傾向が見られる。したがって、陸軍の連隊への女性教

師が配置された経緯にたいして特別な関心を示した研究は､管見の限りでは見られないのである。

ところで、キューの国立文書館(NationalＡ1℃hieves,Kew)が所蔵する陸軍省文書(１２)のなかには、
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この陸軍の各連隊への女性教師の配歴の経緯に関する一連の文書(13)が存在する。1837年１０月に

ケープ植民地総督兼駐留軍司令官としてケープタウンに着任したジョージ・トマス・ネーピア(Sir

GeorgeThomasNapier,1784-1855,在任'837.10.4-1843.12.12,0DNB)のケープ植民地に駐屯するケ

ープ騎馬ライフル連隊(theHottentotCorps,ofCapeMountedRiffles）の改革に関連した文書のなか

に、ケープ騎馬ライフル連隊への女性教師の配置申請をめぐる文書('4)が含まれているのであり、

その文書と前後してヴィクトリア女王の1840年１０月２９日付けのイギリス陸軍全連隊に対する女

性教師配置の勅書とその成立の経緯を示す文書(１s)も綴じ込まれているのである。そして、その一

連の文書は、1839年６月に庶民院議員として政界に復帰し９月に陸軍大臣に就任したトマス・バ

ビントン・マコーリー(ThomasBabingtonMacaulay,1800-59,在任'839.9.17-1841.8.30,0DNB)(16）

が女性教師の配置問題に対して積極的に関与したことを窺わせるものなのである。

それは、国費による統一的な教育を実施しようとすることに対して強い反発が見られ、その実

現を可能とする条件がほとんど存在しなかったヴォランタリズムの時代に、陸軍の関与により、

国費によって本国と植民地に駐留する全ての連隊に対して一律に女性教師を配置するという、例

外的な政策の実施が命令されたことを意味するものである。そして、イギリス公教育の成立史に

おける重大な転機である1839年の枢密院教育委員会(theCommitteeofPrivyCouncilonPublic

Education)の設立とその事務局長へのケイ・シヤトルワース(JamesKay-Shuttleworth,1802-73)の就

任をめぐる議論('7)と平行してなされたこの女性教師配置策は、ヴオランタリズムの時代の中での

国費による公教育の実現のための試みの一つであると考え得るのではないだろうか。

陸軍大臣のマコーリーは、枢密院教育委員会の設立に関与してはいないのであり、委員会にも

事務局にも名前を連ねておらず('8)、ケイ・シヤトルワースとの接点も確認されていない(１９)。し

たがって、マコーリーの公教育成立史との関わりは、管見の限りでは議論されたことはない。マ

コーリーの前職であるインドの公教育委員会の委員との実績も、公教育の成立史とは別の課題と

して議論されてきた(20)。しかし､枢密院教育委員会初代委員長であったランズダウン(HemyPetty

-Fitzmaurice,the3rdMaIquessofLansdowne,'780-1863,0DNB)を指導者とするホイッグの政治家

たちの中に、ヴォランタリズムと権力基盤を共有していない平民出身の政治家は、貴族院のブル

ーム(HenryPeterBrougham,thelstBaronBroughamandVaux,1778-1868.ODNB)と庶民院のマコー

リーの事実上二人しかいなかったのである。そして、ブルームとマコーリーが議会で展開するプ

ロパガンダは、第一次選挙法改正後も本質的に門閥貴族の派閥の集合体以外の何者でもなかった

ホイッグの｢改革｣の正当性を担保するために必要不可欠なものであった(２１)。さらに、イギリスの

公教育は、枢密院教育委員会とその事務局が設立されたことによって、ようやく実現のための組

織と資金を得たに過ぎないのである。ケイ・シャトルワースが積み重ねていく実績以外にも、公

教育推進の妥当性を担保するものが、議会内外に必要であったのである(22)。そのために、ランズ

ダウンを生涯、恩人(23)とみなしていたマコーリーが、公教育実現の可能性を模索するための政策

の一つとして、連隊への女性教師配置を実施したと考えることは、あながち不自然であるまい。

そして、それが女性教師であるのは、マコーリーの女子教育に対する関心以上にヴォランタリズ

ムと国費による教育の接点を模索するためであったと考えることも可能なのである。

以上のように理解するのであれば、この女王の勅書の成立の経緯に考察を加えることで、イギ

リス公教育の成立史に限らず、政治史や帝国史との議論に新たな視野を開くものとなりうるもの
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なのではないだろうか。

そこで、本論文では、まず、第二節でケープ騎馬ライフル連隊の女性教師配置申請の背景に考

察を加える。次に、第三節で陸軍大臣に就任するまでのマコーリーの教育観について整理する。

そして、第四節では、そのマコーリーの関与によりケープ植民地での女性教師配置の問題から陸

軍全体への女性配置の問題へと問題が変質し、ヴィクトリア女王の勅書が成立することとなった

経緯を明らかにし、その意味に考察を加えることとする。

なお、本稿で主な史料として用いるものは、国立文書館所蔵の未刊行の陸軍省文書である。そ

のほかにマコーリーの『書簡集』（24)や『演説集』（25）も史料として使用している。

2．ケープ植民地の女性教師配置の要請

ケープ植民地には、白人の士官と先住民であるコイコイ人(26)の下士官以下の兵士から構成され

る騎馬ライフル連隊が１８０６年に設立されていた(27)。そして、他のイギリス陸軍の各連隊と同様

に、１８１１年以来､若い兵士に対する教練を主たる任務とする二人の教官が置かれていたのであり、

この教官の職務の中には兵士の子女に対する教育もまた含まれていたのであった(28)。しかし、こ

のケープ騎馬ライフル連隊には、２９人の白人の士官に対して、７４４名のコイコイ人の兵士と７８３

名の将兵の妻子がいたことが１８３８年１月２５日付の文書(29)によって確認されている。白人の入植

により自活を困難にさせられ苦しい生活を強いられていたコイコイ人にとって、兵士であること

は安定した生活を可能にするための数少ない貴重な場であったのである(30)。そして、駐屯地内の

将兵の妻子の数の多さは、本国とケープ植民地の間にいくつかの問題を生み出すことになったの

である。

1830年代のイギリスでは第一次選挙法改正をはじめとする様々な改革が進められていた。その

改革の中では、国庫からの支出を極力抑え、政府による民間への介入も可能な限り避け、小さな

政府を実現することが政府の基本的な方針とされていたく３１)。そのため、経費削減を実施し減税を

実現するための措置は各省庁に対して求められていたのである。陸軍省もその例外ではなく、サ

ンドハーストの陸軍士官学校の縮小(32)もその文脈のもとでなされていたのであった。そして、陸

軍省のペトリ(WilliamPetrie,b､1784,0DNB)は、大蔵終身事務次官補スペアマン(AlexanderYoung

Spearman,'793-1874,0DNB)に対して､年間1,300ポンドの経費削減に繋がるとしてケープ植民地

の騎馬ライフル連隊の将兵の妻子に対する食糊配給の削減(33)を､財政改革のための施策の一つと

して提案したのである｡それは大蔵省と陸軍省の協議を経て1837年９月に実施が確定したのであ

った(34)。

しかし、ケープ植民地での行財政改革を重大な使命として与えられケープ植民地に着任したネ

ーピアの眼にした実情は、経費削減を最優先させるものであったロンドンでの議論の前提を覆す

ものであった。ネーピアから諮問を受けた高級士官たちの見解は、現地人の兵士の妻子に対する

食糎の配給の削減は、騎馬ライフル連隊のみならずケープ植民地の崩壊をもたらすものであると

いうものであった。妻子への食料配給削減によって、妻子の生命が危機にさらされたのであれば、

「きわめて女房思いの被造物(themostuxioriousoflhecreation)」（35)である兵士たちの忠誠を確保

することはできず、逃亡や反抗を導くことになるのである。彼らが武器を取って立ち上がったな
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らぱ、数において劣るイギリス人たちが勝てる保証はない(36)。そのため、ネーピアは、1838年２

月９日付の文書で、陸軍省に対して「女性や子どもに対する配給をいささかなりとも削減しよう

ものなら、連隊の存続そのものが危機にさらされることになる｣(37)として食糧配給削減の停止を

要請したのである。そして、陸軍大臣ホーウイック(LordHowick,HemyGeorgeG妃y,l802-940DNB)，

Iま、７月５日付の文書で「些末な金額を惜しんで植民地を危機にさらすことはできない」（38)との

判断を示し、食糧配給削減の中止を大蔵省に対して通告したのである。そして、大蔵省も追認し

たのであった(39)。

この食糊配給削減問題は、騎馬ライフル連隊の駐屯地で生活する現地人の兵士とその家族の反

抗を防ぐために、兵士の子どもたちに教育を施すことの必要性をネーピアらに認識させた。そし

て、駐屯地内の子どもの多さから、ネーピアは女子に対する教育を男子から分離することとし、

そのための女性教師の配置の許可を本国に求めたのである。新兵に対する教育を本来の任務とす

る二人の教官の負担を軽減し、現地人を従順にするためには、もう一人の、教師を追加し兵士の

娘たちに対する教育を担当させることが必要であると、ネーピアは陸軍省に求めたのであった(40)。

これに対して、陸軍省は、植民地省の意向を終身事務次官補ジェームズ・スティーヴン(James

Stephen,'789-1859,0DNB)に確認する。しかし、1839年５月５日付のステイーヴンの返答は、現

地人全体に対して教育を施す必要はないのであり「ホッテントットの少女に対する教育」など論

外であるから、要求を認める必要はないとするものであった(41)。ステイーヴンの回答は、イギリ

ス人に対する扱いと現地人に対する扱いの差異を明確にしようとする当時の植民地政策(42)に即

したものであった。そして、陸軍省は、５月２３日付の文書でネーピアに対して、女性教師の追加

ではなく、二人いる教官の一人を女性教師に交代させることで、事態を打開することは可能であ

るのかどうか打診したのである(43)。ネーピアは、陸軍省からの打診に対して、二番目の教官に代

えて兵士の娘たちの教育を担当する女性教師を配置し､その俸給を年額20ポンドとすることが妥

当であるとの具申を行うこととし、１８３９年９月１２日付で報告書を発送したのであった(44)。

以上のように、ネーピアの女性教師配置要請は、あくまでも、ネーピアらイギリス人の高級士

官の側から見た、現地人の兵士の家族の状況に対する判断に基づくものであった(45)。食糧配給削

減が提起されたことによって動揺する兵士とその家族の人心を安定させるための施策なのであっ

て「文明化の使命」とは無関係なものとして、ケープ植民地の側でもロンドンの側でも議論は進

められていたのである(46)。したがって、陸軍省もネーピアも、女子の数の多さという一点だけを

根拠に、二人の教官の内一人を女性教師に代えることに対して、それが教官の本来の任務である

教練の質の低下をもたらすものなのではないかという疑義を差し挟むことさえしていないのであ

る(47)。また、誰を女性教師として配置するのかという点についての議論もなされていないのであ

った。そして、ケープ植民地の騎馬ライフル連隊以外のイギリス陸軍の連隊に対しても女性教師

を配置する必要があるのかどうかについても、まったく考慮の対象とはされていないのであった(48)。

ネーピアにとっても陸軍省にとっても、女性教師の配置が承認されれば目的を達したことになる

ケープ植民地の問題に過ぎなかった。

しかし、ネーピアの報告が、１１月２５日に陸軍省に届いたとき(49)、陸軍大臣は、ホーウイツク

からマコーリーに交代していた。そして、マコーリーが関与したことにより、事態は別の様相を

示すことになる。その経緯に考察を加えるために、次節では、マコーリーの陸軍大臣就任当時ま
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での考察を加えるものとする。

3．マコーリーの陸軍大臣就任当時までの教育観

陸軍大臣のホーウィックは、食糧配給問題をケープ植民地の実情に即した形で解決することを

導いた大臣であった。しかし、ホイッグの有力者の中ではもっとも急進的な政策の採用を求め、

それが他の閣僚たちに入れられないときには、しばしば辞任を口にして我意をとおそうとするホ

ーウィックは、閣内に乳蝶をもたらす存在であった(5o)。ホーウィックの内務大臣ラッセル(Lord

JohnRussell,'792-1878,0DNB)に宛てた６月の書簡(51)からもそのホーウイックの閣内での自己主

張の強さは窺われるのであるが、ホーウイックが義兄のウード(CharlesWood,1800-85,0DNB)の

海軍大臣への就任を強硬に主張し譲らなかったことは、首相のメルバーン(WilliamLamb,２nd

ViscountMellboume,’779-1848,0DNB)にホーウイツク解任を決断させる(52)。そして、ホーウイ

ックの後任となったのが、枢密院議長ランズダウンの信頼篤く内務大臣ラッセルの同志でもあり

インドでの近代化をめぐる諸政策の立案で示した手腕を評価(53)されていたマコーリーである。

そのマコーリーが陸軍大臣に就任当時までに表明していた教育観は、以下の通りである。マ

コーリーが教育に対する見方を最初に端的に示したものは、ホイッグ系の総合誌『エディンバラ

・レビュー』1826年２月号に発表した論文「ロンドン大学｣(54)である。そこでは、英国国教会の

聖職者の養成を本来の目的とするオックスフォードやケンブリッジの信仰上の理由による学位授

与の制限などの制約から離れ、プルームらが進める専門的な技術教育を推進するための機関とし

てのロンドン大学の設立への支持を、マコーリーは説いているのである(55)。また、１８３１年から

32年に掛けての第一次選挙法改正をめぐる議論では、人民(thepeople)(56)に対する教育が実現し

ていない状況の下での選挙権の付与は、煽動者に乗じられることを導き人民の利益にはならない

と説き、労働者への選挙権の付与に反対したのであった(57)。そして、1833年１１月のリーズでの

講演(58)では、マコーリーは七月革命直後のパリで乗り合わせた馬車の御者の「議員の２０人なり

３０人なりを虐殺することで、安いパンが手にすることもできるし、もっと安い肉を手にすること

もできると、［革命当時の教育を受けていなかった]父は信じこんでいました。でも、私は読むこ

とも書くこともできますし、パリの総ての店を略奪することでは我々は改善できないのだという

ことを私は良く理解しています」（59)という言葉を引き、フランスの七月革命が比較的平穏な形で

推移したのは、フランス革命以来の国民教育の成果であると、力説していたのである。それは社

会防衛の手段としての人民に対する教育の必要性を、マコーリーが認識していたことを示すもの

であった。さらに、これはマコーリーの陸軍大臣就任後の出来事ということになるのであるが、

マコーリーの視点からは煽動者に乗じられた無知な者たちが起こした暴動である１８３９年１１月の

ニューポート蜂起もまた社会防衛のための国家による人民に対する教育の必要性を強く認識させ

るものとなったのである(60)。しかし、そのための具体的な方策については、マコーリーは何も述

べていないのである。

一方、マコーリーの女子教育に関する見方を窺わせるものは少ない。妹たちに宛てた書簡で庶

民院を中心とする政治問題に関する議論を詳細に説明していること自体が、家庭を未婚の女性に

対する最大の教育の場と捉えていたことを示しているように思えるのである(６１)。しかし、それは

1０５



日英教育研究フォーラム１２号

将来、家政を切り盛りするための訓練の場としての家庭での教育というものであった。１８３３年７

月の奴隷制廃絶問題の紛糾により、マコーリーがインド庁次官と庶民院議員からの辞職を決意し

たとき、マコーリーは家族の生活を支えるためには、マコーリーがペンによって生きるとともに、

妹たちがガバネスになることが必要であると述べている(62)。それはミドル・クラスの女性が自立

可能な職業として考え得るものはガバネスのみであり、またミドル・クラス以上の子どもの家庭

での教育を担う者はガバネスであるとする当時の認識をマコーリーも共有していたことを示すも

のと言えよう(63)。そして、ガバネスあるいは教師として女性が自立するための教育機関をいかに

すべきかという問題についても、ハナ・モアらの女子教育観を如何に継承するのか、あるいは如

何に克服するのかという問題についても、マコーリーは明確に述べてはいないのである(")。

そして、マコーリーは、1834年から1838年に掛けてのインド最高委員会の立法委員としての

インド在任中(65)にインドにおける公教育委員会(theCommitteeofPubliclnstmction)の委員長を兼

ねている｡そこでの１８１３年の東インド会社への特許状で認められていたインドでの教育のための

資金の運用に関する議論の中で、その資金をアラビア語やペルシア語教育に対して用いるべきな

のか英語教育に対して用いるべきなのかをめぐって激しい意見対立が発生していた。その議論の

過程でマコーリーがインド総督ベンテインク(WilliamCavendishBentinck,1774.1839,0DNB)に1835年

に提出したものが有名な『インド教育覚書』(66)である。その中でインドの人民に対する教育が

実施されることが望ましいのであるが、限られた財源の下では、英語によるエリート育成の教育

を実施すべきであると説いていたのである(67)。人民に対する教育については、その育成されたエ

リートたちに委ねるものとし、具体的な方策を提示しないままなのであった。

以上のように、陸軍大臣就任当時までのマコーリーの教育観は、社会防衛上の理由や文明化の

使命の点から教育の必要性を説くものであったが、女子教育に対する見方も含めて、ミドル・ク

ラスの一般的な教育観と考え得るものであった。そして、公教育に対して国家が担うべき役割や

ヴォランタリズムとの関係について、明確な見解を示すものでもなかったのである。しかし、女

性教師配置問題では、具体的な問題に即した明確な主張を行うことになる。次節ではその経緯を

明らかにすることとする。

4．全連隊への女性教師配置までの経緯

1839年１１月２５日の陸軍省の受領印を押されたネーピアの報告書は、１１月３０日にマコーリー

の目に触れている。そして、マコーリーは、ペトリに対して、「この文書が答えているという諸

君の文書を見せてほしい」（68)と指示し、ペトリがケープ植民地に送った文書を見せることを要求

したのである。そして、ペトリは、１２月３日にマコーリーに対して、説明を行ったのである(69)。

その折のやりとりを踏まえて陸軍省内の意見を集約して、ペトリは、以下の内容の報告書を作成

し、マコーリーに提出した(70)。

まず、ケープ植民地の騎馬ライフル連隊は、駐屯地に居住する兵士の娘たちの数を考慮して、

二人目の連隊の教師に代えて、「この兵士の娘たちに裁縫を教える目的(thepuroposeofinstructing

thisfbmaleChildreninNeedlework)で」年給２０ポンドの女性教師を配置することを求めている。し

かし、連隊の教師を一人とし、兵士の教練と男子に対する教育の両方を担当させることは、その
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兵士の教練という本来の職務に支障を来すものである。したがって、連隊の教師は二名のままと

し、そのほかに女性教師を配置すべきである。

次に、兵士の娘たちに対する教育が必要とされていることは、全連隊に共通されている問題で

あるので､ケープ植民地の騎馬ライフル連隊と同様に年給２０ポンドの女性教師を全連隊に配置す

ることが妥当である。

なお、女性教師に「下士官の妻たち」（non-commissionedofYicers'swives)を宛てるのであれば、

退職後の年金の支給は不要であり、年間の必要経費は3000ポンドに過ぎない。

このペトリの報告書は、ケープ植民地からの要求を起点とするものではあるのだが、１１月２５

日に届いたネーピアからの報告とは大幅に異なる内容であるばかりか、当初の要求とも趣をこと

にしているのである。ネーピアは、あくまでもケープ植民地の問題を解決するために、ケープ植

民地の騎馬ライフル連隊だけの要求として、女性教師の配置を求めていたのであった。それは女

性教師が配置されるという形を整えようとすることに終始し､年給２０ポンドという点を除けば具

体的な内容を含まないものであった。しかし、ここでペトリは、ネーピアの報告書に添えられて

いた連隊参謀長サマセットの文書にある「裁縫を教える」という言葉を付け加えることで、女性

教師でなければならない必然性を明確にすると共に、ケープ植民地以外のイギリス陸軍の全連隊

にその女性教師を配置することとし、さらに下士官の妻たちをその女性教師をあてることを想定

しているのである。裁縫を教えるという共通の目的のために、国費で女性教師を全連隊に一律で

配置することを提案するものとなっているのである。それは陸軍の全連隊に教練担当の下士官の

教官を置くことを定めたｌ８ｌｌ年の法令の解釈上可能であるという判断からの提案であるのだが、

枢密院教育委員会の設立をめぐる議論の紛糾から、半年を経ずしてなされた国費による公教育の

実施の提案なのである。

そして、この報告書の提出を受けたマコーリーは、報告書への書き込みの形で、次のような指

摘をおこなっている。「裁縫を女子に教えるために」女性教師の年給を「２０ポンドとするという

提案の趣旨が私には理解できない。それでは教師の一人の妻が女子の世話をするということに連

隊で手はずを決めてしまえばいいということになるのではないか」（７１)と指摘しているのである。

裁縫を教えるために２０ポンドでは､破格の高給ということになり、議会でこの女性教師の配置を

含めた陸軍予算の承認を得られないとマコーリーは考えたのである。この１８３９年のマンチェスタ

の労役所内の学校に教師として雇用された教師としての経験を有する５０歳の女性の場合、年給

は、賄い付きで’５ポンドであった(72)。それと比べるならば、高いのであり、別の理由付けが必

要なのである。そして、マコーリーは｢文明を広めるため｣(tOprOmOteCiViliZatiOn)(73)という書き込

みもおこなっている。それがマコーリーが全連隊に国費を投じて女性教師を配置することの理由

付けであった。

そこで、マコーリーは、陸軍総司令官ヒル(RowlandHill,’772-1842,0DNB.)の同意を得るため

にネーピアとペトリのそれぞれの報告書を送った際に、ペトリの報告書に次のような追記を行っ

ている(74)。

…広大な国境線に配置されたケープ連隊の実情を鑑みてこの任命というものの利点の効

用がどれほど大きいのものであるのかを考慮するなら、私がこの職務のための公金の支出に
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同意することは、容易なことでありましょう。しかしながら、教官が置かれている本来の事

情について熟慮いたしました結果、その効用を女王陛下の軍隊の全ての男女の子どもたちに

及ぼすこと言うことになる計画の実行をなすべきであるのだと考えることに思い至ったの

です。

…兵士の子どもたちが教育を受けることの難しさは、男子同様女子も、以前にも増して

大きくなっています。…近年、全軍が余儀なくされている植民地勤務は、女の子たちが教

育を受ける機会を奪う傾向があるのです。

以上の理由から、私はケープ植民地の提案を陸軍の全連隊に妥当なものとして採用するこ

とを、強く求めるのです。兵士たちの妻たちに対して、軍務の結果がもたらす不利益に対す

る懸念を和らげるという絶大な効果をもたらすものと私は確信しております。そして、私は

ここに述べました措置が彼らには与えられていない国民教育(anationaleducation)の利点を

補完するものと考えるのです。

マコーリーは、ケープ植民地の騎馬ライフル連隊ただ一つの問題とするのであれば、そこに女

性教師を配置することの決定は、陸軍大臣の職権で何とでもできることと説く。しかし、それを

単純に陸軍全体に広げることで善行をなしたいと主張しているわけではない。現実にイングラン

ドからインドに移動する連隊が存在(75)し､あるいは植民地勤務での転勤を繰り返した末にカナダ

の連隊から脱走しアメリカへと逃亡する兵士たちも存在すること(76)を念頭に置いた上で､マコー

リーは、陸軍全体のことを考えるならば、本国と植民地の間を移動する陸軍の兵士の女子のため

に、どの連隊にいても同じ教育を与えることができるようにすることは、必要であると説くので

ある。それによって、兵士の家族の不安を取り除くことが軍隊にとっては必要であるのだと説く

のである。ここで、マコーリーは、ネーピアからの要請とは、全く異なる文脈へと問題を移し替

えていることになる。ネーピアは、ケープ植民地のコイコイ人の兵士の娘たちの教育の問題を提

起していたのである。しかし、マコーリーは、植民地の連隊の現地人の兵士の娘たちを視野の外

に追いやり、本国のイギリス人の兵士の娘たちだけを連想させる説明へと移し替えているのであ

る。彼女たちが本国であれば受けることができるnationaleducationが欠如していることを強調し

ているのである。本国でnationaleducationを担ってきたヴォランタリーな組織が存在しないこと

を根拠(77)に、国費による同質の教育の実施の必要性を説いているのである。

これに対してヒルは、1840年１月１４日付の文書で「あなたの計画に賛同する｣(78）として支持

を表明している。一方、ペトリは、１月２０日付の文書で、大蔵終身事務次官補スペアマンに対し

て、ケープ植民地からの要請は全連隊に普及させるに値することであり、女性教師に下士官の妻

を宛てることにすれば裁縫などを教え女子が「生計を立てる助けとする」ことが可能であり、そ

れは３５００ポンドの歳出で可能になるのだと説き支持を求めたのである(79)。これに対して、スペ

アマンの退職により後任となったチャールズ・トレヴェリアン(CharlesETrevelyan，1807-86,

0DNB)(80)は、１８４０年２月１４日付の文書で「兵士の娘の教育のための学校｣<81）の設置への支持

をマコーリーに伝えたのである。そして、陸軍省は、女性教師配置のための経費も盛り込んで、

陸軍予算案を作成した。それは、前年比１０．２％増にあたる11,294人の人員増と0.6％増にあたる

40,000ポンドの経費増を求めるものであり、このうち、女性教師配憧のための経費は3,50oボン
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ドである。一般予算案や海軍予算案とは別枠のこの陸軍予算案に対する庶民院の承認を得るため

に、マコーリーは、１８４０年３月９日の審議で答弁に立っている(82)。マコーリーは、「我々の連

隊に随行している女の子の数は一万を下回るものではないのです。この子供たちは『国家の子供

たち』というきわめて印象的な呼び名で呼ばれています。公務のために彼女たちは次から次へと

移動します。マルタからジブラルタル、ジブラルタルから西インド諸島、西インド諸島からハリ

ファックスと、公共の福祉の求めるままに。したがって、我々がごくわずかな費用を惜しみ教育

を施すことを怠ったなら、弁解の余地はあり得ないということになるのです」と説き、兵士の娘

たちへの教育の必要性を指摘している。また、「女の子の教育は、女性教師の監督下にあるべきな

のだと私は思います。おそらくはその女性教師は下士官の妻なのであり、その仕事は読み書き、

裁縫、算術の基礎を子供たちに教えることになるのです。この立場の地位の善良な女性の道徳や

信仰についての単純な教えで子供たちには十分であると思えるのです。」(83)と説き、女性教師の

配置への承認を求めたのである。

マコーリーの庶民院に対するこの説明は、地中海から西インド諸島そしてカナダへと移動する

連隊のイギリス人の将兵に随行する娘たちが一万人いるものと連想させるものとして構成されて

いる。そこでは、現地人の兵士とその家族が多くを占め、原則として他の地域に移動することの

ない連隊が存在することには触れられていないのである(84)。そして、女子には男子とは異なる教

育が必要であること、しかしそれは下士官の妻の人格をとおしてこそ実現しうるものであるとの

意味を与えることで、女性教師の配極の必然性を強調しているのである。そして、既に存在して

いた専門的な教育を受け経験を積んでいる女性教師たちを連隊の女性教師として採用すること

は、ここでは考慮されていないのである。これが、マコーリーが1840年の庶民院が受け入れるこ

とができるものとした説明であった。

このマコーリーの答弁の後、陸軍予算案は承認された。そして、陸軍予算の成立を受けて、女

性教師配置のために各連隊の兵士の妻子の数の調査が行われた。調査の結果、連隊の駐屯地内に

居住している家族の数は、女性が13,329名、男子が９，１３３名、女子が9,317名いることが確認さ

れたのである(85)。そして、ヴィクトリア女王の以下の内容の勅書が１０月２８日付で出されたので

あった(86)。

世界各地に展開する我が軍には、多くの兵士の娘たちが随行しているが、軍の任務が頻繁

な移動を余儀なくさせるものであることから、その娘たちは格段の不利な立場に置かれてい

る。そのことに女王陛下は、御心を痛めておいでであらせられる。その娘たちを社会の有用

で敬愛される一員(usefUlandrespectableMembersofSociety)とするための適切な手段が与え

られていないことを補完するために、女性教師の配置が行われなければならない。全ての地

域の連隊、全ての連隊の大隊、全ての軍の駐屯地に、我らの兵士の娘たちに読み書き算術の

基礎を、裁縫などの家事と共に習得させ、おしとやかさや誠実さや信心深さの堵み(inhabits

ofdiligence,honesly,andpiety)を教授することができる女性教師がおかれることを、我々は切
望する。・・・

さらに、この女性教師の配置を実施するために、陸軍省は以下の内容の覚書を１１月に作成して
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いる(87)。

・・・女王陛下の勅許を賜り資金も提供されたことにより、連隊の教師たちの本務に抵触

することなく、この任命によって、兵士の娘たちが女性にとって特に有益な分野での教育を

受け、将来の生活を豊かにすることに繋がり、社会の良き一員になることを可能とするとい

う利益が引き出されるのである。

教師の任命に当たっては、各人の道徳心、習慣、知識に細心の注意を払うことが必要であ

る。しかし、下士官や兵士の妻の中に適切な資質に恵まれた者が見つかると思われる。

この目的のために学校の教室を増やす必要はなく、男女の子供たちが別々に授業を受けら

れるように時間割を組むことも困難ではあるまい。・・・

以上の女王の勅書と陸軍省の覚書に記されている教育の目的と内容は、「読み書き算術の基礎」

を基本とする当時の基礎教育の内容や目的と共通するものである(88)。ヴオランタリズムによって

担われてきた教育と同じものが実施されようとしたのである。しかし、信仰による教育が前面に

出ていないこと(89)､枢密院教育委員会の設立の際に激しい抵抗を受けて実現しなかった全国一律

の国費による教育の実施(90)が命じられたこと、この二つの点で、陸軍の連隊の駐屯地という例外

的な場ではあれ、公教育の実施の一つのあり方であるといえるのではないだろうか。無償で同質

の教育を受ける機会を提供しているという点では、枢密院教育委員会という場での試みから一歩

踏み出したものでもあるのである。

ところで、この女性教師配置問題を、今一度、発端のケープ植民地に戻してみるとき、奇妙な

点に気付く。ネーピアもペトリもマコーリーも一切、言及していないのであるが、現地人の兵士

の娘たちが受ける｢読み書き」とは一体いかなる言語であるのだろうか。そして、その教育が可能

な下士官の妻たちとは何者であるのだろうか。イギリスの側から見るのであれば、それが英語で

あることは自明であるかのどとく思える。しかし、ヴォランタリズムの時代のこの時期には、本

国にも植民地にも統一的な英語での教育の仕組みも英語を現地人に教える教員養成の仕組み(９１）

も存在しないはずであった。国家がそれを実施することは、ヴォランタリズムの側からは、断固

として拒否されたのである。それでは、どういうことになるのか。ケープ植民地の場合、伝道団

による教育がコイコイ人に対しては、かなり浸透していたのである。１８３９年から１８４１年にかけ

て南アフリカの伝道団の拠点を視察する旅を行ったバックハウスは、伝道の成果でコイコイ人た

ちが英語を理解することが可能になり、コイコイ人の女性教師が英語でコイコイ人の少女たちに

教育している事例を報告している(92)。その女性教師や少女たちがコイコイ人の下士官の妻とな

り、連隊の女性教師となったのであるとするならば、英語での｢読み書き｣や「女性としての塔み」

についての教育は、可能であったことは容易に想像しうることである。そして、伝道団の拠点と

連隊の駐屯地を数少ない居場所としていたコイコイ人たちのいずれもが同等の教育を受ける機会(93）

を手にしていたのだとしたら、ヴオランタリズムによる教育と国費による教育の間に決定的な対

立以外のあり方が可能であることが示されたことになるのではないだろうか。一見、便宜的なも

のとしか見えない規定が両者をつなぐ可能性を含んでいるように思えるのである。そこにstate

EducationとNationalEducationを隔てる境界線を取り払いイギリス公教育を前進させる可能性を
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マコーリーをはじめとするホイッグが見いだしたのだとすれば、公教育の成立をめぐる議論に新

たな視野が開けるはずである。そのためには、ケイ・シャトルワース、プルーム、マコーリーら

の主張とその外のホイッグの政治家たちの公教育に対する見方についての議論が必要であるが、

別の機会に譲ることとする。

5．おわりに

前節までの考察によって、イギリス人の士官の数を遥かに上回るコイコイ人の兵士とその家族

を抱えるケープ植民地の騎馬ライフル連隊の事情から提起された連隊の兵士の娘たちのための女

性教師配置に関する要請が、陸軍大臣マコーリーの介入を経て、1840年のヴィクトリア女王によ

る全連隊への女性教師配置を命ずる勅書という形で決着を見た経緯を、明らかにすることができ

た。ケープ植民地単独の問題として提起され、その延長線上にあるものとして捉えられたものが、

陸軍全体の問題として構成されたことに、マコーリーが関与していることも、明らかにすること

ができたと信ずる。

ところで、この女性教師の配置命令勅書が成立した時期は、教育政策に対するヴォランタリズ

ムと国家のそれぞれの関わり方に変化が起こっていた時期でもある。政府からの補助金の交付を

拒絶し続けたヴォランタリーな組織が存在していた一方で、西インド諸島のヴォランタリーな組

織であるミコ・チャリティ(theMicoCharity)が黒人教育の学校運営のための補助金の交付を政府

に要求している事例(94)に見られるように､要求のヴオランタリズムと呼ばれるあり方も存在して

いた時期である。バルバドス島の住民からの1841年２月１１日付の｢ブリテンの政府の正義と公正

さ｣に懸けて、アフリカ出身の｢有色の人民｣(PeopleofColor)の教育のための学校を国家の負担で

設立することを求めた請願書(95)にみられるように、国費による公教育の実施の要求もなされた

時期である。そして、新しい統治技術の実験場(96)と見なされていた植民地インドでは、現地人に

対する英語による高等教育が開始されていた時期である。枢密院教育委員会の設立と前後して、

公教育の実現に向けて、ヴォランタリズムと国家のそれぞれの側からの模索がなされていたので

ある。女性教師配置が、公共政策およびそれに伴う必要経費の文脈である以上に、国防政策およ

びそれに必要な経費の一環と位置づけられる政策であることは論を待たない。一般会計からは独

立した陸軍予算をめぐる議論であること自体がそれを示している。しかし、本国と帝国、公共政

策と国防政策、ヴオランタリズムと国家関与、さらにはホイッグとトーリーといった二項対立に

収数されるものとは異なる論理がこの改革の時代の政治には作用していたのである(97)。この事例

は、その論理に基づき、公共政策とは別の文脈であることを利用して国費による公教育の実現の

ために行われた実験であったと、筆者には思える。

注

(1)EducationCommission,Repor/q/､油eCo加加姉io"e応qppoj"！edIo加卿re伽ＩＣﾉﾙＥＳ､花q/oPqpzｨ”

&血cα"o"j"E"gﾉﾋﾝ"αvol.',presentedtobothHousesofParliamentbyCommandofHerMajesty，

London:printedbyGeorgeE､EyreandWilliamSpottiswoode,printerstotheQueenlsmostexcellem

Majesty・fbrHerMajesty，sStationeryOffice,1861,〃jSﾙ〔ﾉ"jve応ｊ０ﾉPre“Sｾrjesq/･Ｂｒ"応ｈＰａｒﾉ"ｍｅ”α〃
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(2)j6jd.,pp415-53．
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あった。めｉｄ,.pp､592-93.

(7)大田直子『イギリス教育行政制度成立史』（東京大学出版会、1992年)参照。

(8)三好信浩『イギリス公教育の歴史的構造』（亜紀書房、1968年)参照。

(9)松塚氏前掲書、参照。

(１０）河村貞枝・今井けい編『イギリス近現代女性史研究入門』（青木書店、2006年)、駒込武・
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学科研究年法報』２４号、1976年）
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(51）PRO/30/22/3C/335-336.1839年６月２日付ラッセル宛ホーウイック書簡。
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社、2008年)参照。

(64）ハナ・モアの女子教育観については、水田珠江『女性解放思想史』（ちくま学芸文庫、１９９４

年）参照。

(65）Clive,Ｍｚｃａ冴勿,pp､289-478.参照。

(66）T.B.Macaulay,‘MinuteonlndianEducation,，in助eeches,pp,345-61．この論争は、1843年まで
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(92）Ｊ・Backhouse,』ﾉVb”"veq/､αﾘﾉXs〃ＩＣﾉﾙeMb脚r"伽sα"dSo”〃４胴erjCa,York,1843．

(93）防衛上の必要から伝道団の拠点が駐屯地の近くに設けられていた事例もある。
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